
２．事業手法選定にあたっての考え方
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① 運用の手引策定に向けた対応
② 事業分野別の事例について

【運用の手引の骨子（案）】
第一章 実効ある優先的検討の運用に向けて（基礎編）
１．優先的検討指針に関する解説
２．事業手法選定にあたっての考え方
３．簡易な検討における数値設定等

第二章 PPP/PFIの推進に向けて（応用編）
４．収益化に向けた考え方（アクションプランの解説）
５．優先的検討段階における収益化の考え方
６．庁内推進体制の構築について

全論点＋啓発
論点２、論点３
論点４

啓発
論点５
論点１、論点６



① 運用の手引策定に向けた対応

１．運用の手引策定に向けた考え方（第1回優先的検討部会資料より抜粋）

論点２（対象事業の考え方）、論点３（適切な手法の選択）

○小規模事業であってもＰＰＰ／ＰＦＩ手法が採用され、公的負担の抑制につながっている事例を示し、優先的検討を行

うことが望ましい事業分野を示す。

○適切なＰＰＰ／ＰＦＩ手法を選択する際の基本的な考え方を示すことに加え、事業分野ごとに採用されることの多い事

業手法や特徴等を参考事例とともに示す。

手引に盛り込むべきポイント

 事業費基準によらず、検討対象とされるべき事業分野

 事業分野ごとの採用手法の特徴

 複合施設等の整備に関する考え方

２．部会意見
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1. ＰＰＰ／ＰＦＩでの実績が多い事業分野を抽出し、各分野ごとに事例を収集し提示

2. 分野ごとの特徴に加え、事業費や人口規模の分布等も併せて記載

⇒適切な事業手法選択のため、簡易な検討や詳細な検討の省略に資する参考事例集を目指す

3. 複合施設の実施事例と特徴も紹介

３．部会意見を踏まえた運用の手引策定に向けた対応



②－１ 事業分野別の事例について

○これまでのPFI事業等の実績が多い事業分野を対象として掲載
○事業分野ごとの特徴を示した上で、個別事業についての事例を掲載
なお、今後事業の増加が見込まれる複合施設及びRO方式についても事例を掲載

対象とする事業分野の考え方

対象とする事業分野（案）

1 事務庁舎

2 公営住宅・宿舎

3 小中学校

4 給食センター

5 社会体育施設（体育館・スタジアム・プール等）

6 文化施設（文化交流施設・図書館・美術館等）

7 観光施設・道の駅・MICE施設等

8 廃棄物処理施設

9 上水道施設

10 下水道施設
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※事業分野は内閣府の分類によるもの



②－２ 事業分野別の事例について

○事業分野ごとに、PPP手法も含む事業手法の選択の傾向を示すとともに、導入の効果等の特徴を解説する。

事業分野別の事例イメージ

※事例はイメージ
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②－３ 事業分野別の事例について

個別事業の事例イメージ

○個別事業ごとに、PPP/PFI事業の導入による効果等を記載。

※事例はイメージ 12
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